
ＫＰＩの進捗状況について（エネルギー） 

 

本資料は、「日本再興戦略」及び「『日本再興戦略』改訂 2014」（以下「戦略」という。）に掲げられたＫＰＩの進捗状況

を内閣官房日本経済再生総合事務局においてまとめたものである。 

 

 「ＫＰＩ」の欄は、戦略の中短期工程表に掲げられたＫＰＩを記載。 

 「主担当省庁」の欄は、施策群ごとに設定されたＫＰＩの実現に特に関わる省庁名等を記載。 

 「ＫＰＩの出典」の欄は、ＫＰＩの数字の根拠となる統計名、調査名等を記載。 

 「最新の数字」の欄は、ＫＰＩの最新の数字を、時期（カッコ書き）とともに記載。 

 「ＫＰＩの進捗」の欄は、以下の区分により内閣官房日本経済再生総合事務局において整理。 

 Ａ：目標達成期間に対する経過期間の割合以上に、ＫＰＩが目標達成に向けて進捗しているもの 

 Ｂ：ＡほどＫＰＩが進捗していないもの 

  

 Ｆ：施策の実行自体がＫＰＩとなっており、年度ごと施策の実施状況を確認するもの 

  （ＫＰＩの例）遅くとも 2020年を目途に電力システム改革を完了する。 

 Ｎ：今後、データが得られるため、現時点で評価困難なもの（今後、データが得られ次第評価を行う） 

  

 「ＫＰＩの進捗の詳細」の欄は、「ＫＰＩの進捗」の評価の理由等を記載。 

 

 

参考資料１ 



立地競争力の更なる強化 

施策群：エネルギー基本計画の策定 

徹底した省エネルギーの推進 

電力システム改革の断行 

 

 

整理 No. KPI 最新の数値 KPI の進捗 KPI の進捗の詳細 KPI の出典 主担当省庁 

49 ・遅くとも 2020年を目途に電力システ

ム改革を完了する。 

- Ｆ KPI 達成に向けて、第 3段階の改革（法的分離による送配

電部門の中立性の一層の確保）のため法案提出準備等を進

める。 

「電力システム

に関する改革方

針」（平成 25 年 4

月閣議決定） 

経済産業省 
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立地競争力の更なる強化 

施策群：高効率火力発電（石炭・ＬＮＧ）の導入 

 

 

整理 No. KPI 最新の数値 KPI の進捗 KPI の進捗の詳細 KPI の出典 主担当省庁 

50 ・A-USCについて 2020年代の実用化を

目指す（発電効率：現状 39%程度→改

善後 46%程度）。 

― Ｆ KPI 達成に向けて、技術開発を進める。 ― 経済産業省 

51 ・1,500度級の IGCC について、2020 年

代の実用化を目指す（発電効率：現状 

39%程度→改善後 46%程度）。 

― Ｆ 50 万 kW 級の大規模 IGCC 実証設備の建設に向けて、環境

影響評価手続きを実施中。 

― 経済産業省 

52 ・IGFC について、2025 年までに技術

を確立し、2030 年代の実用化を目指す

（発電効率：現状 39%程度→改善後 

55%程度）。 

― Ｆ KPI 達成に向けて、技術開発を進める。 ― 経済産業省 

53 ・LNG 火力について、2020 年頃までに 

1,700 度級ガスタービンの実用化を目

指す（発電効率：現状 52%程度→改善

後 57%程度）。 

― Ｆ KPI 達成に向けて、技術開発を進める。 ― 経済産業省 
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立地競争力の更なる強化 

施策群：石油・ＬＰガスサプライチェーン等の維持・強化 

 

 

整理 No. KPI 最新の数値 KPI の進捗 KPI の進捗の詳細 KPI の出典 主担当省庁 

54 ・今後 10 年間（2023 年まで）で、ア

ジアでトップクラスの国際競争力をも

つコンビナート群を再構築 

― 

（コンビナー

ト毎のデータ

であり、結果は

非公表） 

Ｎ 2013 年度調査によれば、依然として我が国のコンビナー

ト群の国際競争力はインド、シンガポール、韓国、中国、

台湾等より劣っているものの、改訂 2014に掲げた施策の実

行により設備最適化を促進していく。 

石油コンビナー

ト高度統合運営

技術組合「コンビ

ナート国際競争

力総合評価」 

経済産業省 

55 ・今後２～３年間（2016年まで）で、

全国的に必要最低限度の災害時供給機

能強化完了 

製油所におけ

る非常用 3 点

セット導入割

合：57% 

災害対応型中

核給油所（中核

SS）：1684 件 

LP ガス中核充

填所：344 件 

（ 2013 年 度

末） 

Ａ 非常用３点セット（非常用発電機、非常用情報通信機器

システム（衛星通信等）、ドラム缶石油充填出荷設備）導入

割合については、KPI の達成に必要な毎年の上昇値は 15.5

ポイントのところ、最新の年次の数値（2013 年度末）は 57％

と 2012 年度末の 38％と比較して 19 ポイントの上昇となっ

た。KPI 達成に向け、中核給油所における燃料備蓄や需要家

側への燃料備蓄等も推進していく。 

 

経済産業省調べ 経済産業省 
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立地競争力の更なる強化 

施策群：二国間オフセット・クレジット制度（ＪＣＭ）  

 

 

 

整理 No. KPI 最新の数値 KPI の進捗 KPI の進捗の詳細 KPI の出典 主担当省庁 

56 年度末までにモンゴル・バングラデシ

ュ・エチオピアに加え数か国との二国

間協議妥結・署名⇒達成 

計 12 か国 

（2014 年 8 月

末現在） 

Ａ 2013 年度末までにモンゴル・バングラデシュ・エチオピ

アに加え 7か国、さらに 2014年 8 月までに 2か国と二国間

協議妥結・署名。 

― 外務省 
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クリーン・経済的なエネルギー需給の実現 

施策群：クリーンで経済的なエネルギーが供給される社会の実現① 

 

 

整理 No. KPI 最新の数値 KPI の進捗 KPI の進捗の詳細 KPI の出典 主担当省庁 

76 （地熱） 

・タービンで世界市場７割を獲得する。 

― Ｎ 経済産業省においては、技術の高度化が進んだ段階で委

託調査を実施する予定としているところ。このため、現時

点で評価は困難。 

― 経済産業省 

77 （浮体式洋上風力） 

・2018 年頃までに世界で初めて商業化

する。 

― Ｆ 福島県沖及び長崎県沖において運転を開始し、実証研究

を実施中。 

― 経済産業省 
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クリーン・経済的なエネルギー需給の実現 

施策群：クリーンで経済的なエネルギーが供給される社会の実現② 

 

 

整理 No. KPI 最新の数値 KPI の進捗 KPI の進捗の詳細 KPI の出典 主担当省庁 

78 （メタンハイドレート） 

・2018 年度を目途に商業化に向けた技

術の整備を行う。 

― Ｆ 砂層型メタンハイドレートについては、2013 年 3 月に世

界初の海洋におけるガス生産実験を実施し、商業化に向け、

長期安定生産の実現、生産コストの低減、環境への影響把

握などの課題を抽出。 

― 経済産業省 

79 （海底熱水鉱床） 

・2023 年以降に民間が参画する商業化

を目指したプロジェクトが開始される

よう、技術開発等を行う。 

― Ｆ KPI 達成に向けて、技術開発や資源量評価等を行う。 ― 経済産業省 
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クリーン・経済的なエネルギー需給の実現 

施策群：競争を通じてエネルギーの効率的な流通が実現する社会の実現① 

 

 

整理 No. KPI 最新の数値 KPI の進捗 KPI の進捗の詳細 KPI の出典 主担当省庁 

80 （地域間連系線等） 

・地域間連系線等の増強を後押しする

ための環境整備を行い、FC（周波数変

換設備）の増強（120万 kWから 210 万

kW まで）については 2020 年度を目標

に運用開始を目指し、北本連系設備の

増強（60 万 kW から 90 万 kW まで）に

ついては2019年3月の運用開始を目指

す。 

― Ｆ 2014 年 3 月に電気事業法に基づき届け出られた供給計画

において、FCについては 2020年度、北本連系設備について

は 2019年 3 月に使用開始する旨記載されており、同計画に

基づき増強を実施していく。 

― 経済産業省 

81 （蓄電池） 

・2020 年までに系統用蓄電池のコスト

を半分以下に（2.3 万円/kWh 以下)。 

― Ｎ 経済産業省においては、2020 年度末時点における蓄電池

のコストの見込みについて、再生可能エネルギー余剰電力

対策技術高度化事業費補助金事業終了時（2017 年度）に進

捗を確認することとしている。このため、現段階で評価は

困難。 

― 経済産業省 

82 （蓄電池） 

・2020 年に世界市場の５割獲得。 

2013 年（見込

み）：約 1割 

Ｂ 進捗が不十分であり、更なる技術開発、国際標準化等を

進める必要がある。 

民間企業調べ 経済産業省 
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クリーン・経済的なエネルギー需給の実現 

施策群：競争を通じてエネルギーの効率的な流通が実現する社会の実現② 

 

 

整理 No. KPI 最新の数値 KPI の進捗 KPI の進捗の詳細 KPI の出典 主担当省庁 

83 （パワーエレクトロニクス） 

・2020 年までに、新材料等を用いた次

世代パワーエレクトロニクスの本格的

な事業化を目指す 

― Ｆ KPI 達成に向けて、技術開発を進める。 ― 経済産業省 
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クリーン・経済的なエネルギー需給の実現 

施策群：エネルギーを賢く消費する社会の実現① 

 

 

整理 No. KPI 最新の数値 KPI の進捗 KPI の進捗の詳細 KPI の出典 主担当省庁 

84 （スマートメーター） 

・2020 年代早期に一般家庭を含めスマ

ートメーター化。 

高圧部門（工場

等）：4 電力が

導入完了・他の

電 力 会 社 も

2016 年度末ま

でに導入完了

予定。 

低圧部門（家庭

等）：2014 年度

以降本格導入

が順次開始し、

2024 年度末ま

でに導入完了

予定。 

Ｆ 

 

KPI 達成に向けて、順次導入を進める。 「スマートメータ

ー制度検討会」資

料 

経済産業省 

85 （住宅・建築物） 

・新築住宅・ビルの省エネ基準適合率

100％（2020年目途） 

【非住宅】93％

（ 2012 年 度

分：一部推計

値） 

Ｎ 来年夏頃に 2013年度の調査結果を得られる予定であり、

改訂 2014に掲げた施策（省エネ基準改正及びその普及促進

などの環境整備）の効果は再来年夏頃の 2014年度の調査結

果を待つ必要があることから、現時点で評価は困難。 

非住宅について

は、第一種特定建

築物（2,000 ㎡以

上）の適合面積調

国土交通省 
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【住宅】54％

（ 2012 年 度

分：推計値） 

 

なお、2012 年度までの適合率については、非住宅は順調

に推移しているが、住宅は 5割程度に留まっている状況。 

査による推計 

住宅については、

断熱水準別戸数分

布調査（事業者ア

ンケート）による

推計 

（国土交通省住宅

局調べ） 

86 （住宅・建築物） 

・（住宅）2030 年の新築住宅が平均で

ZEH を実現 

― Ｆ KPI 達成に向けて、住宅のネット・ゼロ・エネルギーの実

現を目指す取組への支援を行う（これまでの支援件数：4000

件）。 

― 経済産業省 

87 （住宅・建築物） 

・（建築物）2030 年の新築建築物が平

均で ZEB を実現 

― Ｆ KPI 達成に向けて、非住宅のネット・ゼロ・エネルギーの

実現を目指す取組への支援を行う（これまでの支援件数：

200 件）。 

― 経済産業省 
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クリーン・経済的なエネルギー需給の実現 

施策群：エネルギーを賢く消費する社会の実現② 

 

 

整理 No. KPI 最新の数値 KPI の進捗 KPI の進捗の詳細 KPI の出典 主担当省庁 

88 （トップランナー制度） 

・建築材料についても今年度中にトッ

プランナー制度を導入。 

⇒達成 

― Ａ 断熱材を新たにトップランナー制度に追加（2013 年 12

月）。 

― 経済産業省 

89 （トップランナー制度） 

・既存のトップランナー制度において

も、夏までに LED 電球を追加する。 

⇒2013 年 11月に達成 

― Ａ 電球型 LED ランプを新たにトップランナー制度に追加

（2013 年 11月） 

― 経済産業省 

90 ・今（2014）年秋までに、窓をトップ

ランナー制度に追加する。 

― Ｆ 2014 年 6 月に第 3 回建築材料等判断基準ワーキンググル

ープを開催し、制度の内容について審議を行ったところで

あり、引き続き審議していく。 

― 経済産業省 

91 （燃料電池） 

・家庭用燃料電池（エネファーム）は、

2020年に 140 万台、2030 年に 530 万台

の普及を目指す。 

83,000 台

（2014 年 8 月

末現在） 

Ｂ 2009 年の市販開始から着実にコストが低減しており、普

及台数は増加しているものの、KPI の達成に向けて、低コス

トの燃料電池システムの開発などの更なるコスト低減や、

従来の新築の戸建住宅を中心とするユーザー層から既築住

宅や集合住宅への拡大等の取組を行う必要がある。 

一般社団法人燃料

電池普及促進協会

が発表する統計情

報 

経済産業省 
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クリーン・経済的なエネルギー需給の実現 

施策群：エネルギーを賢く消費する社会の実現③ 

 

 

整理 No. KPI 最新の数値 KPI の進捗 KPI の進捗の詳細 KPI の出典 主担当省庁 

92 （次世代自動車） 

・2015 年からの燃料電池自動車の市場

投入。 

― Ｆ 各自動車メーカーにおいて、燃料電池自動車（FCV）の市

場投入に向けた取組等を実施中。年度内にも市場投入がな

される見込み。 

― 経済産業省 

93 （次世代自動車） 

・2030 年までに新車販売に占める次世

代自動車の割合を５～７割とすること

を目指す。 

23.2％（ 2013

年度・速報値） 

Ａ 2012 年度は 21.2％。KPI 達成に必要な毎年の改善値は

1.60％のところ、これを上回る 2.03％の改善。 

一般社団法人自動

車販売協会連合会

等の民間団体が発

表する統計情報 

経済産業省 
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